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令和２年度 由利本荘市当初予算の概要

１．経済情勢と国の予算編成方針

国では、アベノミクスの推進により、デフレではない状況を作り出す中で、

長期にわたる回復を持続させており、ＧＤＰは名目・実質ともに過去最大規模

に達したとしており、また、雇用・所得環境も改善し、２０００年代半ばと比

べて景況感の地域間のばらつきも小さくなっているなど、地方における経済は

厳しいながらも、好循環の前向きな動きが生まれ始めていると分析している。

他方、経済の先行きについては、緩やかな回復が続くことが期待されるもの

の、消費税率引き上げ後の経済動向を注視するとともに、台風等の被害からの

復旧・復興の取組を更に加速し、あわせて米中貿易摩擦など海外発の下方リス

クによる悪影響に備える必要があるとしている。

こうした中、令和２年度予算編成に向けては、引き続き、デフレ脱却に向け、

構造改革はもとより、金融政策に成長指向の財政政策をうまく組み合わせるこ

とに留意する必要があるとしており、財政健全化への着実な取組を進める一方、

上記の基本的考え方に沿って、賃上げの流れと消費拡大の好循環、外需の取り

込み、設備投資の拡大を含めた需要拡大に向けた取組や、Society5.0時代に向

けた人材・技術などへの投資やイノベーションの促進、次世代型行政サービス

等の抜本強化といった生産性の向上に向けた取組など、重要な政策課題への対

応に必要な予算措置を講ずるなど、メリハリの効いた予算編成を目指すとし、

加えて、国財政の厳しい状況を踏まえ、引き続き、歳出全般にわたり聖域なき

徹底した見直しを推進し、地方においても国の取組と基調を合わせ、徹底した

見直しを進めるとしている。

２．本市の財政状況

平成３０年度決算では、実質公債費比率が９．７％から１０．０％に、将来

負担費率は、１０６．３％から１０８．５％と増加傾向に転じたが、これまで

取り組んできた市債の繰上償還や行財政改革などにより、前年度とほぼ同程度

の実質収支を確保することができた。なお、経常収支比率は、９４．４％と依
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然として高い水準で推移しており、弾力的に運用できる一般財源は、わずか５．

６％（１６億円）という厳しい状況が続いている。

また、令和元年度の普通交付税は、前年度に比較して約４億７，１００万円

減の１６５億６，３００万円ほどで、臨時財政対策債の大幅な減額に伴い、実

質的な交付税額（普通交付税＋臨時財政対策債）は、約１７５億円で、前年度

と比較して約７億９，３００万円の減額となった。

令和２年度は、普通交付税の合併算定替え加算措置が終了するものの、地方

財政計画での伸び率を考慮し、前年度と比較して１．０％、１億６，９００万

円ほどの増額を見込んでいる。

なお、令和３年度以降の普通交付税については、令和２年度の国勢調査人口

が基礎数値になるため、減額が予想されるところであり、今後とも一層の経常

経費の削減や行政改革を推進し、持続可能な財政運営に努めていく必要がある。

３．予算の概要

令和２年度の予算編成では、『人口減少に歯止めをかけることを最重要課題

とした「新創造ビジョン」後期実施計画』の初年度でもあり、事業の必要性や

効果、計画期間の財源見通しなどについて、議論を重ねながら調整を行い、限

られた財源を有効活用し、子育てや教育環境の整備充実、雇用の場の確保など、

産業の振興を柱とした積極的な予算とした。

また、これまで特別会計で実施してきた、下水道、集落排水事業特別会計が、

公営企業法の適用を受け企業会計となることや、各学校単位で実施してきた「給

食費会計」を市の一般会計で対応すること、更に、地方公務員法等の改正によ

り「会計年度任用職員制度」がスタートするなど、大きな制度改正の年となる。

ハード事業としては、継続事業である「北部学校給食センター」が供用を開

始するほか、教育環境充実のため「本荘北中学校大規模改修事業」をはじめ、

「新山小学校改築」の実施設計業務、「矢島小・中・高連携構想」に向けた基

本設計業務に着手する。

また、新ごみ処理施設の整備では、前年度に引き続き測量・設計などの調査

業務を行うと共に、鳥海ダム事業関連では、県と連携しながら水源地域整備計

画を策定し、「市道百宅線」の付け替え道路の整備を行うほか、社会資本整備
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総合交付金事業を活用した道路・橋梁の整備を進める。

ソフト事業では、４月より、子育て相談や子育て家庭の交流や子どもたちの

遊び場として気軽に利用できる「こどもプラザ・あおぞら」が開設、更に、７

月には、安心して妊娠・出産・育児ができるよう「子育て世代包括支援センタ

ー」を本荘保健センター内に開設する予定であり、保健師や助産師などが関係

機関と連携し、妊娠期から切れ目のない包括的な支援を行っていく。

また、地域公共交通施策として、町内が運営するボランティア輸送などを支

援する「乗り［逢い］交通事業」に、由利地域小菅野集落が取り組むことにな

り、補助金を含めた支援費を予算化したところである。

教育面では、小中学校の情報教育充実のためパソコン機器を一斉更新、併せ

て統合型校務支援システムを導入し、セキュリティの強化を図る。

また、移住定住事業として、地域や県立大学生と連携し、空き家を活用した

「学生向けシェアハウス機能を備えたお試し移住住宅」を整備し、移住につな

がる環境を充実していくほか、首都圏等での商品定番化、年間販売額の拡大を

目指し、協定先との連携強化を図りながら、本市の魅力を発信する各種施策を

実施していく。

４．一般会計予算について （注：％表示は対前年度比率である。）

令和２年度一般会計の予算総額は、４４７億円となり、前年度当初に比較

し、１０．２億円の増（２．３％）となった。

（１）歳入

①自主財源 9億1,880万円の増（8.1％） 122億7,943万円

自主財源の根幹をなす市税は、固定資産税が２億６００万円の増となったこ

となどにより、市税全体では２億３，０１０万円の増（３．０％）となった。

分担金・負担金では、保育所入所者負担金約１億２，０９０万円の減などに

より、４３．４％の減となった。

繰入金では、地域雇用創出推進基金繰入金約３，２００万円の増、公共施設

等総合管理基金繰入金約３億１，８００万円の増、学校教育施設整備基金繰入
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金４，３００万円の皆増、畑作振興基金繰入金４，０００万円の皆増などによ

り、２８．９％の増となった。

諸収入では、学校給食費の公会計化に伴う学校給食代約３億４，４７０万円

の皆増などにより、４８．７％の増となった。

②依存財源 1億124万円の増（0.3％） 324億2,057万円

依存財源のうち、地方譲与税、交付金、地方交付税については、国の地方財

政計画による増減を見込んだ。

地方譲与税は、地方揮発油譲与税１，０００万円の減となったが、森林環境

譲与税１億２，２００万円の皆増などにより、２２．９％の増となった。

交付金は、子ども・子育て支援臨時交付金が国庫支出金として措置されるこ

とから、２億２，７００万円の皆減となったが、地方消費税交付金２億６，０

００万円の増などにより、３．０％の増となった。

地方交付税は、地方財政計画の伸び率を考慮し、約１億６，８７３万円の増

となる１６５億１，５８２万円を見込んでいる。

国庫支出金は、児童扶養手当負担金約３，２００万円が減となったが、子ど

ものための教育・保育給付費負担金約３億円の増、保育所等整備交付金約４，

６００万円の増、学校施設環境改善交付金約５，６００万円の増などにより、

５．６％の増となった。

県支出金は、子どものための教育・保育給付費県費負担金が約１億円の増と

なったが、地域医療介護総合確保基金事業交付金約２億６，５００万円の皆減、

畜産・酪農収益強化総合対策基金等事業費補助金約２億３，０００万円の皆減

などにより、１１．４％の減となった。

市債は、合併特例債については、羽後本荘駅周辺整備事業債２億８，７

２０万円の増、文化交流館駐車場整備事業債約１億２６０万円の増となったが、

給食センター整備事業債３億５，５６０万円の皆減、防災公園整備事業債約２

億３，８５０万円の皆減などにより、合併特例債全体では２億２１０万円の減

（△１３．５％）となった。

過疎債については、こどもプラザ整備事業債２億７，４００万円の皆減、幼

保一体化施設整備事業債２億５，９４０万円の減、社会福祉施設整備事業債１
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億６，７４０万円の皆減となったが、道路改良事業債３億２，１６０万円の増、

給食センター整備事業債３億１，２８０万円の皆増、本荘北中学校改修事業債

１億９，６１０万円の皆増、サッカー場改修事業債１億７，５００万円の増な

どにより、過疎債全体では３億９９０万円の増（１７．６％）となった。

緊急防災・減災事業債については、消防施設整備事業債２，７６０万円の増

となったが、防災施設整備事業債１億２５０万円の皆減により、７，４９０万

円の減（△２８．９％）となった。

臨時財政対策債については、１億３，０００万円の減（△１３．０％）とな

り、市債総額では３，９７０万円の減（△０．９％）となった。

表１ 主な市債 （単位：千円、％）

市 債 名 令和２年度 令和元年度 比較増減 増減率

合 併 特 例 債 1,294,800 1,496,900 △202,100 △13.5％

過 疎 債 2,069,500 1,759,600 309,900 17.6％

緊急防災・減災事業債 184,200 259,100 △74,900 △28.9％

臨時財政対策債 870,000 1,000,000 △130,000 △13.0％

なお、令和２年度末決算時における市債残高見込みは約６９５億円、
一方、財政調整基金をはじめとする基金残高は約１１５億円と見込んだ。

（２）歳出
経常経費については、引き続き抑制に努めながら、子育てや教育環境の整

備充実、産業の振興に取り組んでいく。

歳出総額では、昨年度と比較すると、２．３％の増となった。

①義務的経費 8億8,761万円の増（4.2％） 218億9,256万1千円

人件費では、地方公務員法等の改正により、会計年度任用職員制度が導

入され、性質の区分が物件費から人件費へ移行したことなどにより、約８

億９，９４１万円増（１２．５％）の約８０億８，２０８万円となった。

扶助費では、児童扶養手当給付費や福祉医療支給事業費などの減により、

約４，６０４万円減（△０．６％）の約７６億１，３９０万円となった。

公債費では、元金は約６，５９２万円の増、利子は約３，１６７万円の

減となり、総額で約３，４２５万円増（０．６％）の６１億９，６５８万

円となった。
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②投資的経費 5億3,704万円の減（△9.1％） 53億7,095万円

普通建設事業の補助事業については、「羽後本荘駅周辺整備事業費」や「社

会資本整備総合交付金事業費」などが増となったが、「給食センター整備事

業費」や「こどもプラザ整備事業費」、「西目こども園整備事業費」などの

減により、約８億６，２１０万円の減（△２１．９％）の約３０億６，９

８８万円となった。

また単独事業では、「鶴舞会館大規模改修事業費」や「防災情報伝達装置

管理費」などが減となったが、「西目サッカー場大規模改修事業費」や「旧

鳥海ダム工事事務所解体・カダーレ駐車場整備事業費」、「本庁舎空調整備

事業費」の増などにより、３億６，６９５万円の増（２０．８％）の約２

１億３，５２６万円となった。

災害復旧費では、公共土木施設災害復旧事業費の減により、約４，１

８８万円減（△２０．２％）の約１億６，５８０万円となった。
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５.特別会計・企業会計予算の概要

①国民健康保険特別会計

国民健康保険事業費納付金の増などにより、約２億５，９５６万円増（２．

９％）の９０億６，０５４万７千円とした。

②後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療広域連合納付金の増などにより、約７，５００万円増（９．

２％）の８億８，８９２万７千円とした。

③診療所運営特別会計

診療所運営費の減により、約３，７３５万円減（△１５．２％）の２億

８８１万４千円とした。

④休日応急診療所運営特別会計

診療所運営費の増により、約２１２万円増（１８．６％）の１，３５３

万２千円とした。

⑤情報センター特別会計

一般管理費の増などにより、約３，０５３万円増（６．５％）の４億９，６９

１万９千円とした。

⑥奨学資金特別会計

貸付金の減などにより、約９５万円減（△１．６％）の５，７２６万２千

円とした。

⑦介護サービス事業特別会計

公債費の減などにより、約１２８万円減（△３．０％）の４，１８６万９

千円とした。
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⑧スキー場運営特別会計

施設整備費の増により、約６，５５４万円増（８２．３％）の１億４，５

２１万４千円とした。

⑨小友・北内越・松ヶ崎財産区特別会計

松ヶ崎財産区の繰出金の減などにより、３財産区の合計で、前年度より約

１０万円減（△３．３％）の２９６万２千円とした。

なお、令和２年度から、下水道、集落排水事業特別会計が企業会計に移行する

ことなどから、特別会計予算総額は、１０９億１，６０４万６千円となり、前年度

と比較し４８億６，５５０万５千円の減（△３０．８％）となった。

⑩企業会計

水道事業会計は、建設改良費の増などにより、約５億３，２０５万円増

（１１．１％）の５３億９０６万４千円とした。

下水道事業会計は、令和２年度より企業会計とするもので、７３億３，９

２４万５千円の皆増とした。

ガス事業会計は、固定資産除却費の減などにより、約２億７７６万円減

（△１１．９％）の１５億３，２８５万４千円となり、企業会計の総額は、１

４１億８，１１６万３千円で、前年度比７６億６，３５４万２千円の増（１

１７．６％）となっている。

◎一般会計・特別会計・企業会計を合わせた予算総額

表２ 令和２年度予算総額 （当初予算比較） （単位：千円、％）

会計名 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

一般会計 44,700,000 43,680,000 1,020,000 2.3%

特別会計 10,916,046 15,781,551 △4,865,505 △30.8%

企業会計 14,181,163 6,517,621 7,663,542 117.6%

合 計 69,797,209 65,979,172 3,818,037 5.8%



比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

市 税 7,941,200 17.8 7,711,100 17.7 230,100 3.0

分 担 金 ・ 負 担 金 166,355 0.4 293,946 0.7 △ 127,591 △ 43.4

使 用 料 ・ 手 数 料 424,845 1.0 453,292 1.0 △ 28,447 △ 6.3

財 産 収 入 132,362 0.3 157,748 0.4 △ 25,386 △ 16.1

繰 入 金 1,969,495 4.4 1,527,337 3.5 442,158 28.9

諸 収 入 等 1,645,169 3.7 1,217,239 2.8 427,930 35.2

小　　　　計 12,279,426 27.5 11,360,662 26.0 918,764 8.1

地 方 譲 与 税 602,000 1.3 490,000 1.1 112,000 22.9

交 付 金 1,901,900 4.3 1,845,736 4.2 56,164 3.0

地 方 交 付 税 16,515,816 36.9 16,347,088 37.4 168,728 1.0

国 県 支 出 金 8,773,358 19.6 8,969,314 20.5 △ 195,956 △ 2.2

市 債 4,627,500 10.4 4,667,200 10.7 △ 39,700 △ 0.9

小　　　　計 32,420,574 72.5 32,319,338 74.0 101,236 0.3

44,700,000 100.0 43,680,000 100.0 1,020,000 2.3

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

自
 

主
 

財
 

源

依
 

存
 

財
 

源

区　　　　　分
令和２年度

令和２年度　由利本荘市一般会計予算概要

合　　　計

令和元年度

1.　歳　入 （単位：千円　％）
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２.　歳　出　（目的別内訳）

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 B 構成比 Ａ－Ｂ　　Ｃ Ｃ／Ｂ 国県支出金 地方債 その他

1 議 会 費 254,663 0.6 259,782 0.6 △ 5,119 △ 2.0 254,663

2 総 務 費 5,115,354 11.4 4,762,925 10.9 352,429 7.4 309,846 224,100 607,892 3,973,516

3 民 生 費 12,923,760 28.9 13,954,243 31.9 △ 1,030,483 △ 7.4 6,112,158 228,600 705,083 5,877,919

4 衛 生 費 2,734,753 6.1 2,683,260 6.1 51,493 1.9 28,579 54,700 414,952 2,236,522

5 労 働 費 108,139 0.2 100,174 0.2 7,965 8.0 54,564 53,575

6 農林水産業費 2,447,381 5.5 3,711,252 8.5 △ 1,263,871 △ 34.1 1,160,115 100,500 138,126 1,048,640

7 商 工 費 1,162,390 2.6 1,026,216 2.4 136,174 13.3 20,077 126,800 460,055 555,458

8 土 木 費 6,569,799 14.7 4,876,866 11.2 1,692,933 34.7 871,040 1,726,800 63,669 3,908,290

9 消 防 費 1,829,436 4.1 1,913,747 4.4 △ 84,311 △ 4.4 7,828 213,500 12,221 1,595,887

10 教 育 費 5,141,943 11.5 3,971,520 9.1 1,170,423 29.5 171,322 1,022,200 1,072,575 2,875,846

11 災 害 復 旧 費 165,802 0.4 207,684 0.5 △ 41,882 △ 20.2 92,379 60,300 13,123

12 公 債 費 6,196,580 13.9 6,162,331 14.1 34,249 0.6 18,809 6,177,771

13 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0 50,000

44,700,000 100.0 43,680,000 100.0 1,020,000 2.3 8,773,344 3,757,500 3,547,946 28,621,210

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

合　　　　計

令和元年度令和２年度
款

比較増減

（単位：千円　％）

一般財源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
増減率
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３.　歳　出　（性質別内訳）

比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

21,892,561 49.0 21,004,949 48.1 887,612 4.2

8,082,084 18.1 7,182,678 16.4 899,406 12.5

7,613,897 17.0 7,659,940 17.5 △ 46,043 △ 0.6

6,196,580 13.9 6,162,331 14.1 34,249 0.6

5,370,945 12.0 5,907,980 13.5 △ 537,035 △ 9.1

5,205,143 11.6 5,700,296 13.1 △ 495,153 △ 8.7

　うち　補助事業 3,069,884 6.9 3,931,987 9.0 △ 862,103 △ 21.9

　うち　単独事業 2,135,259 4.8 1,768,309 4.0 366,950 20.8

165,802 0.4 207,684 0.5 △ 41,882 △ 20.2

17,436,494 39.0 16,767,071 38.4 669,423 4.0

6,238,694 14.0 5,834,846 13.4 403,848 6.9

501,700 1.1 510,127 1.2 △ 8,427 △ 1.7

5,259,465 11.8 4,117,500 9.4 1,141,965 27.7

103,000 0.2 105,700 0.2 △ 2,700 △ 2.6

1,183,104 2.6 0 0.0 1,183,104 　　　皆増

541,790 1.2 295,827 0.7 245,963 83.1

3,558,741 8.0 5,853,071 13.4 △ 2,294,330 △ 39.2

50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

44,700,000 100 43,680,000 100 1,020,000 2.3

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 費

投　資　的　経　費

内
 

訳

補 助 費 等

貸 付 金

そ　　　の　　　他

物 件 費

維 持 補 修 費

義　務　的　経　費

人 件 費

内
 

訳
扶 助 費

公 債 費

（単位：千円　％）

令和元年度
区　　　　　分

令和２年度

合　　　　　計

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

内
 
 
　
訳
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会      計      名
令和２年度

Ａ
令和元年度

Ｂ
比  較  増  減
Ａ－Ｂ      Ｃ

増 減 率
Ｃ／Ｂ

国 民 健 康 保 険 9,060,547 8,800,983 259,564 2.9

後 期 高 齢 者 医 療 888,927 813,924 75,003 9.2

診 療 所 運 営 208,814 246,166 △ 37,352 △ 15.2

休 日 応 急 診 療 所 運 営 13,532 11,410 2,122 18.6

情 報 セ ン タ ー 496,919 466,385 30,534 6.5

奨 学 資 金 57,262 58,214 △ 952 △ 1.6

介 護 サ ー ビ ス 事 業 41,869 43,144 △ 1,275 △ 3.0

下 水 道 事 業 0 3,044,140 △ 3,044,140 　　　　皆減

集 落 排 水 事 業 0 2,214,449 △ 2,214,449 　　　　皆減

ス キ ー 場 運 営 145,214 79,673 65,541 82.3

小 友 財 産 区 2,123 2,130 △ 7 △ 0.3

北 内 越 財 産 区 16 16 0 0.0

松 ヶ 崎 財 産 区 823 917 △ 94 △ 10.3

小                  計 10,916,046 15,781,551 △ 4,865,505 △ 30.8

水 道 事 業 5,309,064 4,777,011 532,053 11.1

下 水 道 事 業 7,339,245 0 7,339,245 　　　　皆増

ガ ス 事 業 1,532,854 1,740,610 △ 207,756 △ 11.9

小                  計 14,181,163 6,517,621 7,663,542 117.6

合                  計 25,097,209 22,299,172 2,798,037 12.5

（単位：千円   ％）

令和２年度  由利本荘市特別会計・企業会計予算概要
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（単位：千円）

議会費 1 議会事務局
タブレット導入事業
（ペーパーレス化推進事業）

6,078
議会ペーパーレス化に伴う会議用タブレット
導入　議会用33台

総務費 2 総務課 本庁舎GHPエアコン修繕事業 91,527
増設棟を除く、本庁舎の老朽化した空調機の
更新

3 管財課 鳥海ダム工事事務所解体整備事業 110,000
旧鳥海ダム工事事務所を解体し、跡地をカ
ダーレ駐車場として整備工事を行う

4 管財課 旧前郷小学校跡地整備事業 4,300 旧前郷小学校跡地整備のための測量設計委託

5 税務課 地籍調査事業 89,230 主に本荘・矢島地域において地籍調査を実施

6 総合政策課 鳥海山・飛島ジオパーク推進事業 1,516

にかほ市、酒田市、遊佐町との広域連携によ
る「鳥海山・飛島ジオパーク」の一層の普及
推進を図る。ほかに同協議会へ10,345千円の
負担金。

7 総合政策課 国際交流事業 3,316

令和元年度から開始した中学生のタイ王国と
の交流事業などによる国際交流の進展を図
る。友好都市ハンガリー・ヴァーツ市との交
流はオリンピックの影響で今年度は休み。

8 情報管理課 基幹系業務サーバ更新事業 1,817
基幹系業務サーバ更新（税申告・滞納管理・
子ども子育て・後期高齢・健康管理等）

9 情報管理課
業務コミュニケーション基盤情報
連携機能追加業務

23,200
基幹系データ連携整備および国保標準システ
ム導入に伴うデータ連携構築

10 情報管理課
タブレット導入事業
（ペーパーレス化推進事業）

922
議会ペーパーレス化に伴う会議用タブレット
導入　当局用7台（議会用33台）

11 情報管理課
Wi－Fiアクセスポイント更新事業
（カダーレ）

293
カダーレのWi-Fiアクセスポイント機器更新
29箇所

12 地域振興課 由利高原鉄道運営補助事業 99,893

鳥海山ろく線の持続的運行にかかる基本合意
書に基づき、維持のため、由利高原鉄道㈱の
運営費の一部を補助し、それぞれの役割分担
をしながら鉄道運営に努める

13 地域振興課
生活バス路線等維持事業
【定住自立圏構想推進事業】

108,478
羽後交通㈱が運行するバス路線に要する経費
の一部を補助し、地域公共交通の安定・確保
を図る

14 地域振興課
コミュニティバス運行事業
【定住自立圏構想推進事業】

114,131
市町村有償運送等により交通空白地域の解消
を図る

15 地域振興課
コミュニティバス車両更新事業
【定住自立圏構想推進事業】

7,448
市町村有償運送に使用する車両を更新し、安
全・安心な「生活の足」を運行する

16 地域振興課 乗り[逢い]交通事業 600

路線バスやコミュニティバスが地域の幹線を
運行している中、『バス停まで遠く「おでか
け」ができない』などの細かなニーズに対す
る支援を行う

17 地域振興課 集会施設建設費等補助事業 2,562
町内会・自治会が有する集会施設の建築や修
繕に対する助成。8町内の集会施設について支
援を行う。

18 地域振興課 住民自治活動支援交付金事業 17,290

町内会で実施する多様な住民自治活動を支援
し、地域振興と住民福祉の向上を図る。
①環境保全　②生活環境の保全・美化　③地
域福祉　④防災・防犯　⑤教育・文化・社会
体育関連などを対象とし、申請により戸数に
応じ支援する。

19 地域振興課 地域づくり推進事業 26,319
地域の特色あるソフト事業を推進し、地域の
活力増進と創出を図ることを目的に支援を行
う

20 地域振興課 行政協力事業 31,464
市行政の円滑なる運営及び行政能率の向上を
図るため町内会等に依頼するとともに、5年以
上の退任者等に感謝状等を贈呈する

21 地域振興課 ふるさと交流事業 1,874
本市関連の首都圏ふるさと会開催時に際し産
等のPR等をするともに、本市から参加する市
民に対する助成を行う

令和２年度　　主　要　事　業　

事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

総務費
22 地域振興課

結婚支援事業
【定住自立圏構想推進事業】

630

あきた結婚支援センターへの登録助成により
結婚を希望する者が早期に実現できるよう支
援するほか、独身者の出会いの場づくりを支
援していく

23 地域振興課 ふるさと応援大使事業 800

本市に縁のある首都圏等在住の20人の方から
本市の特産品や魅力についてPRしていただく
とともに、応援大使、本市出身の首都圏在住
者、地元企業等と情報交換会を開催する

24 地域振興課 集落支援員設置事業 7,082
地域づくりを主体的に担うコミュニティ組織
の強化のため、地元団体とともに課題解決に
取り組む体制づくりを推進する

25 地域振興課
全国花のまちづくり地方大会
開催事業

173
本市において令和3年度「全国花のまちづくり
地方大会」を県と共同で開催するにあたり、
令和2年度大会の視察研修費を計上する

26
移住まるごと
サポート課

移住・定住促進事業 16,488

・移住に関する情報発信と移住希望者の掘り
起こし
・多様な移住の実現に向けた個別サポート
・空き家を活用し、お試し移住体験時の宿泊
や学生用シェアハウス、地域コミュニティの
拠点機能を有する「複合機能住宅」を整備

27
まるごと
売り込み課

スポーツ・ヘルスコミッション
推進事業

6,373

スポーツ・ヘルスコミッション事業
・イベント、大会、合宿等誘致活動
・トップリーグ公式戦開催への補助
・スポーツ合宿等団体への補助

28
まるごと
売り込み課

ふるさとさくら基金費 243,162

ふるさと納税寄附者に対する返礼品や、事務
及び管理に要するもの
(主な内容)
・返礼品、送料　61,000千円
・サイト管理等　15,988千円
・ふるさとさくら基金積立金　160,000千円
・由利本荘市ふるさと納税感謝祭　533千円

29
選挙管理委員会
事務局

県知事選挙費 22,413 県知事選挙事務費（R2・R3　2カ年事業）

30
選挙管理委員会
事務局

市長選挙費 9,300 市長選挙事務費（R2・R3　2カ年事業）

31
選挙管理委員会
事務局

市議会議員補欠選挙費 9,295
市議会議員補欠選挙事務費（R2・R3　2カ年事
業）

民生費

32 市民課 福祉医療費支給事業 675,884

0歳児～中学3年生　240,876千円
　　　（うち拡大分　74,206千円）
ひとり親家庭の児童　17,765千円
高齢身体障害者　87,891千円
重度心身障害（児）者　329,352千円

33 健康管理課
子育て世代包括支援センター
運営事業費

5,468
令和2年7月に本荘保健センター内へ開設予定
の子育て世代包括支援センター開設準備費及
び運営費

34 福祉支援課 地域生活支援事業 103,418
日常生活用具の給付、障がい者の相談支援、
地域活動センター事業、社会参加促進事業等
を実施する

35 福祉支援課 生活保護費 1,105,587 被保護世帯に対し、扶助費等の支給を行う

36 福祉支援課 生活困窮者自立支援事業 18,215
生活困窮者の自立相談及び就労支援、給付金
事業により、生活保護に陥る前の支援をする

37 福祉支援課 鶴舞会館事務所改修事業 32,500
鶴舞会館への総合相談窓口設置及び関係課の
事務所移転を行う

38 子育て支援課 放課後児童対策事業 98,565
放課後の小学生を預かる学童保育を実施する
（18箇所）

39 子育て支援課 障がい児保育事業 10,016
障がい児保育を実施する保育所、認定こども
園への補助（15園）

40 子育て支援課
一時預かり事業
（一般型、幼稚園型）

39,470
一時的な預かり保育を実施する保育所、認定
こども園への補助（24園）
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

民生費 41 子育て支援課 西目幼稚園・保育園解体事業費補助 112,981
西目幼稚園・保育園解体事業
（実施主体：由利本荘保育会）

42 子育て支援課 風の子保育園改築事業費補助 192,535
風の子保育園改築事業
（実施主体：本荘双葉会）

43 子育て支援課 本荘幼稚園増築事業費補助 25,811
本荘幼稚園増築事業
（実施主体：秋田キリスト教学園）

44 子育て支援課
施設型給付事業
（民間保育所・認定こども園）

2,600,610
保育所（23園）、認定こども園（5園）への入
所、入園にかかる給付費

45 子育て支援課
すこやか子育て支援事業
（保育料助成・副食費助成）

68,276
認定こども園、認可外保育所の保育料助成費
支給（保育所は市徴収金を減額:11,198千円、
3歳以上副食費を全額助成:57,078千円）

46 子育て支援課 児童手当給付事業 990,287

中学校修了までのこどもを対象に手当を支給
する
3歳未満、3歳以上小学生（第3子以降）
月額15,000円
3歳以上小学生（第1、第2子）、中学生
月額10,000円

47 子育て支援課 児童扶養手当給付事業 279,137
18歳までの児童を養育しているひとり親家庭
の父または母などに手当を支給する

48 子育て支援課 子育て支援金支給事業 25,916
出生率の向上と子育てを支援するため第2子10
万円、第3子以降20万円を支給する

49 子育て支援課 ひとり親家庭福祉事業 19,988
ひとり親家庭への支援
住宅整備資金貸付、母子生活支援施設入所委
託ほか

50 子育て支援課 子育て支援センター運営事業 17,881
子育て支援センターの運営経費（直営2箇所、
委託2箇所）

51 子育て支援課 こどもプラザ運営事業費 9,854
令和2年4月オープンのこどもプラザ運営事業
費

52 長寿支援課 老人保護措置事業 153,390

65歳以上の者であって、環境上の理由及び経
済的理由により居宅において養護を受けるこ
とが困難なものを養護老人ホームに入所させ
る

53 長寿支援課 敬老会開催事業 13,818
年度当初75歳以上の方を対象に、長寿をお祝
いするため敬老会を開催する

54 長寿支援課 高齢者祝金給付事業 10,800
88歳（1万円）、100歳（10万円）を迎えられ
た方に祝金を支給する

55 長寿支援課 介護手当支給事業 10,350
在宅で重度の寝たきり・認知症高齢者を介護
している家族に介護手当（3万円）を支給し、
在宅介護を支援する。（年2回、延べ345人）

56 長寿支援課 広域分担金（老人福祉事務費） 62,262 寿荘分担金・地域支援事業個人負担金

57 長寿支援課 老人クラブ活動費補助事業 8,588
老人クラブ連合会・構成単位老人クラブ活動
費を支援する
（単位クラブ182、会員数6,853人）

58 長寿支援課 広域分担金（介護保険費） 1,385,301
介護保険給付費・事務費・低所得者対策費分
担金

59 長寿支援課 食の自立支援事業 16,321

概ね65歳以上の単身高齢者等で低栄養状態の
改善が必要な方、調理等の食生活能力に支障
のある方に対し、見守りを重視した配食サー
ビスを実施する（延べ16,320食）

60
地域包括
支援センター

地域包括支援センター事務費 33,968

市内全域を4箇所の地域包括支援センターと6
箇所の在宅介護支援センターによりカバーす
る体制を継続し、総合相談機能を強化し、地
域包括ケアシステム構築を推進していく

61
地域包括
支援センター

介護予防・日常生活支援総合事業 19,444

介護予防に取り組みつつ要支援者等に対して
多様な生活ニーズに応えるサービスを、地域
の実情に応じて、総合的に効果的かつ効率的
に支援を行う

62
地域包括
支援センター

介護支援ボランティア事業 6,200

高齢者の社会参加、健康増進、介護予防、生
きがいづくり等を目的にボランティア活動を
行った高齢者に対しポイントを付与し、ポイ
ント付与基準相当の特産品と交換又は換金す
る
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

民生費 63
地域包括
支援センター

地域ミニデイサービス
活動支援事業

3,870
高齢者が気軽に集える場所である地域ミニデ
イサービスを実施している町内会等に交付金
を交付し、活動を支援する

64
地域包括
支援センター

認知症高齢者見守り事業 1,987

認知症になっても在宅で生活が営むことがで
きるよう、「認知症高齢者等保護情報共有
サービス（どこシル伝言板）」を導入し、認
知症高齢者等の早期発見と介護者の負担軽減
につなげていく

65
地域包括
支援センター

介護予防教室事業 4,307

認知症前段階（MCI）の方の認知機能維持・向
上に効果的な「コグニサイズ教室」、年齢を
重ねることで発生しやすい衰え全般（フレイ
ル）に対して「フレイル予防教室」を開催
し、介護予防の推進に取り組む

66
地域包括
支援センター

在宅医療・介護連携推進事業 447

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を最期まで続けられるよう、在宅医療と介護
連携に関する「ゆりほん多職種連携研修会」
等を活発に開催し、連携強化・情報共有を推
進する

衛生費 67 生活環境課 ごみ減量化推進事業 61,748 有料指定ごみ袋による全市ごみ減量化の推進

68 生活環境課 新ごみ処理施設整備事業 27,994
敷地造成基本計画業務委託、ごみ処理基本構
想策定業務委託

69 清掃事業所
本荘清掃センター運転管理業務委託
事業

83,627
当該センターの運転管理業務（焼却及び不燃
物処理）委託費（Ｈ29～Ｒ06）

70 健康管理課
病院群輪番制病院運営事業
【定住自立圏構想推進事業】

19,597
休日及び夜間の救急医療体制確保のための事
業

71 健康管理課 由利組合総合病院運営費補助事業 20,000
地域中核病院である由利組合総合病院が実施
する救急医療、小児医療への運営支援

72 健康管理課 医師確保奨学資金貸付事業 10,400
市内の医療機関に従事する医師確保を図るた
め医学部学生への奨学資金貸付制度

73 健康管理課 消化管がん対策事業 14,000
由利本荘･にかほ地域の消化管がん対策事業へ
の補助金

74 健康管理課 母子保健事業 60,958
妊産婦健診・乳幼児健診・幼児歯科健診・5歳
児健康相談・不妊治療費等助成

75 健康管理課 住民検診事業 30,960 健康診査・各種がん検診等事業費

76 健康管理課 感染症等予防対策事業 159,176
乳幼児の定期予防接種・任意予防接種・高齢
者インフルエンザ・高齢者肺炎球菌等に係わ
る経費

77 健康管理課 健康の駅推進事業 3,450
健康づくりの情報収集・発信、市民団体との
連携、インターバル速歩の普及・啓発

78 建設管理課 浄化槽設置事業 22,144
5人槽 39基、7人槽 8基
嵩上げ分…5人槽 16基、7人槽 6基

労働費 79 商工振興課 勤労者金融対策事業 50,000
勤労者に対する融資を支援するため、東北労
働金庫へ資金を預託

80 商工振興課
(公社)由利本荘市シルバー人材
センター運営事業費補助事業

12,200
高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図る
市シルバー人材センターの運営事業費を補助

81 商工振興課 就業資格取得支援助成事業 1,000 求職者の資格取得費用を補助

82 商工振興課
若年・女性建設労働者トライアル
支援事業

1,800
人手不足対策のため、要件を満たした事業者
へ助成金を交付し、入職率向上と定着を図る

83 商工振興課 優良技能者表彰事業 245
長年にわたり同一業種に従事する優秀な技能
者を表彰

84
移住まるごと
サポート課

若年者等地元定着促進事業 819

・企業の人材確保にかかるスキルアップのた
めのセミナーの開催
・高校生就職活動サポートセミナーの開催
・地元事業所で行うインターンシップの推進

農林
水産業費

85 農業振興課 農業夢プラン事業 68,292
担い手の規模拡大、経営複合化に必要な機
械・施設等の整備、繁殖用雌牛、乳用牛導
入、草地整備等への支援

86 農業振興課 農業次世代人材投資事業 32,100
次世代を担う新規就農者の就農直後の経営確
立を支援
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

農林
水産業費

87 農業振興課 新規就農者経営開始支援事業 25,359
新規就農者の円滑な経営開始・定着を図るた
め機械・施設等の導入を支援

88 農業振興課 機構集積協力金交付事業 17,000
農地中間管理機構に貸付する出し手や地域に
対する支援

89 農業振興課 元気な中山間農業応援事業 95,885
条件不利地である中山間地域の経営体に対す
る支援

90 農業振興課 売れる米づくり推進事業 2,700
安全・安心な減農薬栽培「あきたecoらいす」
の取り組みを支援し、売れる米づくりを推進
する

91 農業振興課
由利本荘市しいたけ生産拡大
支援事業

84,310
菌床しいたけの大規模培養・発生ハウスの整
備等を支援

92 農業振興課 水稲機械導入支援事業 6,400
水稲の生産基盤の強化を図るため、田植機、
コンバインの導入経費について、国・県の補
助対象にならない場合に支援

93 農業振興課 園芸作物導入支援事業 600
水田フル活用ビジョンにより産地化を図るた
め、高収益作物の新たな栽培に必要となる機
械・資材・種苗の導入を支援

94 農業振興課 米調整出荷低コスト省力化支援事業 900
規模拡大による労働力不足解消と低コスト化
を図るため、フレコンによる米の出荷体制構
築を支援

95 農業振興課 水田利活用推進支援事業 2,140
転作作物の作付による水田の有効活用を図る
ため、そば・えごまの作付拡大と中山間農地
等条件不利農地の受け手を支援

96 農業振興課 スマート農業推進事業 1,150
労働力不足解消、低コスト化、収量改善を図
るため、ドローンを活用したリモートセンシ
ングモデル事業及びドローン購入等を支援

97 農業振興課 次世代農業振興基金積立金 20,001
スマート農業等の次世代型農業の振興を目的
に基金を創設

98 農業振興課 秋田由利牛肥育振興対策事業 1,505
秋田由利牛の出荷頭数の拡大と品質向上を目
指すため、優良な肥育素牛導入を支援

99 農業振興課 秋田由利牛生産体制整備事業 3,000
秋田由利牛ブランド確立のための、生産から
流通販売、消費の拡大を推進する

100 農業振興課 小規模畜産経営維持拡大支援事業 2,000
飼養規模の維持拡大を図る認定農業者以外の
小規模農家等の、保留・導入を支援

101 農業振興課 大規模肉用牛経営体育成事業 6,000
肉用牛農家が畜産クラスター事業で畜舎を建
設した場合、外構工事や繁殖素牛導入に対し
て支援

102 農山漁村振興課 県営担い手育成基盤整備事業 11,478

ほ場整備工事に係る市負担金
　松ヶ崎地区（本荘）
実施設計に係る市負担金
　小板戸地区（矢島）

103 農山漁村振興課
県営基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業

1,000
農業水利施設の機能診断により、保全対策計
画を策定し施設の長寿命化を図る
・西目用水機場・豊栄用水機場（西目）

104 農山漁村振興課 県営農村地域防災減災事業 25,630

ため池、用排水路等整備に係る市負担金
　大内地区（七曲ため池、勘兵エため池）
　枯木第一地区　ため池　（鳥海）
　岩城芹沢地区　ため池　（岩城）
　立石堰地区　　用排水路（矢島）
　下川内堰地区　用排水路（鳥海）
　大栗沢堰地区　頭首工　（鳥海）
　滝ノ沢地区　　ため池　（大内）
　郷具地区　　　ため池　（鳥海）

105 農山漁村振興課 農業水路等長寿命化・防災減災事業 19,300

「農業用ため池管理保全法」の施行により新
たに防災重点ため池に選定されたため池のハ
ザードマップ作成
・ため池ハザードマップ作成 Ｎ＝193箇所

106 農山漁村振興課 多面的機能支払交付金事業 421,080

地域資源の保全活動、質的向上を図る共同活
動、施設の長寿命化のための活動を支援
農地維持支払・資源向上支払（共同）
　　133組織、6,871ha

107 農山漁村振興課 中山間地域等直接支払交付金事業 471,782

農業生産条件の不利な中山間地域等の農業生
産活動を支援
　166協定　急傾斜 731ha、
　　　　　 緩傾斜 4,014ha、超急傾斜 4ha
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

農林
水産業費

108 農山漁村振興課 農道点検診断・保全事業 4,000

個別施設計画に基づいた施設の保全対策のた
め点検診断を行う
・富田橋（岩城）・大谷２号橋（大内）
・西越２号橋（大内）・孫三郎橋（西目）
・鷹橋（西目）

109 農山漁村振興課 鳥獣保護事業 2,134

鳥獣保護及び有害捕獲事業
新規狩猟免許取得者確保対策補助金
　第１種狩猟免許・銃砲所持許可証取得
　費用補助（2人）
　銃砲購入費用補助（2人）
　わな猟免許取得費用補助（1人）

110 農山漁村振興課 民有林造林促進事業 20,000
民有林の造林事業（植栽～間伐）を行う林業
者に対する嵩上げ補助

111 農山漁村振興課 森林病害虫等対策事業 8,122

松くい虫防除対策事業
　伐倒駆除、薬剤散布、樹幹注入
ナラ枯れ対策事業
　守るべきナラ林　伐倒くん蒸、樹幹注入

112 農山漁村振興課 間伐推進作業路等整備事業 1,800
搬出間伐等施業の促進を図るため、水路横断
に伴う森林作業道等の整備に対する定額補助
・市で定めた基準額の2/3相当額の定額補助

113 農山漁村振興課 水と緑の森づくり税事業 21,926

マツ林･ナラ林等景観向上事業
　被害調査、伐倒処理
県民参加の森づくり事業
　植樹祭（西目地域）
豊かな里山林整備事業
　緩衝帯等整備
　（本荘、矢島、岩城、西目、鳥海地域）

114 農山漁村振興課 林道改良事業 26,000
トンネル補修（大内地域）
　設計業務　N=1式
　トンネル補修工　N=1式

115 農山漁村振興課 森林経営管理事業 125,110
森林経営管理事前アンケート・意向調査
森林環境整備基金積立

116 農山漁村振興課 水産物供給基盤機能保全事業 100,200

道川漁港
　橋台補修工　N=1式
西目漁港
　沖防波堤洗掘補修工　N=1式

商工費 117 商工振興課 由利本荘市商工会運営費補助事業 30,000
商工業の育成と発展のため、市商工会の運営
事業費を補助

118 商工振興課 商業店舗リフォーム補助事業 300
商業の振興及び活性化のため、店舗のリ
フォーム工事等に係る経費の一部を補助

119 商工振興課 創業支援補助事業 1,000
起業・創業へのチャレンジを支援するため、
開業にかかる経費の一部を補助

120 商工振興課 中小企業融資あっせん事業 32,325
事業者の経営安定及び振興を図るため、資金
をあっせんし、利子及び保証料を補給

121 商工振興課 技能人財スキルアップ支援事業 1,200
従業員の能力向上のために必要な資格の取得
に対し支援

122 商工振興課 新商品等展示会出展支援事業 500
新商品等の販路拡大などを目指し、展示会又
は見本市等へ出展する事業者に補助金を交付

123 商工振興課
(公財)本荘由利産学振興財団
運営費補助事業

2,000
科学技術及び工業技術の教育や研究の振興を
図ることによる本市の産業及び経済の振興の
ため、当該財団の運営に対する補助

124 商工振興課 IoT等先進技術導入研修事業 500
生産性向上と高付加価値化を図るため、IoT技
術者育成のための研修を開催

125 商工振興課
ものづくり中小企業等生産性向上
支援事業

900
IoT導入等生産性向上に資する取り組み支援
し、経営の安定や地域企業の活性化を図る

126 商工振興課 企業誘致促進事業 1,612
企業誘致及び既存企業の受発注拡大に向けた
活動に要する経費

127 商工振興課
工場等立地促進条例に基づく
雇用奨励金事業

12,700
工場等の新設または増設に伴い、新規雇用し
た事業者に対し奨励金を交付

128 観光振興課 由利本荘市観光協会補助事業 20,300 協会活動及び8支部実施事業の支援

129 観光振興課 鳥海山等観光振興事業 4,440
鳥海山周遊バス運行事業、法体園地吊り橋改
修事業負担金
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商工費 130 観光振興課 観光誘客促進事業（セールス） 3,989
台湾からの訪日観光誘客を促進するため、
トップセールスの実施、海外商談会参加助
成、宿泊費助成を実施する。

131 観光振興課
東北デスティネーションキャンペー
ン関連事業費

465
東北ＤＣのプレＤＣ開催時における本市ＰＲ
事業

132 観光振興課 北前船寄港地交流促進事業 1,260
北前船寄港地フォーラム誘致の推進、各負担
金

133 観光振興課 道の駅「岩城」関連施設整備事業 21,610
岩城温泉及び総合交流ターミナル空調設備改
修、岩城温泉水中ケーブル・自動給水ポンプ
修繕ほか

134 観光振興課 かしわ温泉機械設備更新事業 70,141 濾過設備、ボイラー等機械設備の更新

135 観光振興課 羽後本荘駅都市施設整備事業 7,800
羽後本荘駅の都市施設（観光案内スペース及
び休憩所）の内装工事、備品購入

136
まるごと
売り込み課

外貨獲得加速化推進事業 3,268

首都圏等における本市特産品の販路拡大と更
なる売上げに向け、外貨を稼ぐ実践の｢強化｣｣
を図り推進する
(主な内容)
・企業訪問、商談等職員旅費　966千円
・外貨獲得加速化推進事業費補助金 500千円
・バイヤー、アドバイザー等招聘 876千円
・連携協定先試食販売会等 316千円
・由利本荘市特産品等魅力情報発信 600千円

137
まるごと
売り込み課

売れるものづくり推進事業 400

観光客増加に伴う顧客満足度の向上や、本市
資源活用の商品開発を推進し、地域活性化に
も資するためお土産の開発・改良を推進する
もの
・由利本荘おみやげ
　開発推進事業費補助金　400千円

土木費 138 建設管理課
橋梁長寿命化修繕
【社会資本整備総合交付金事業】

225,000
橋梁補修　N=3橋（本荘・矢島・東由利）
橋梁補修設計　N=2橋

139 建設管理課
橋梁点検・長寿命化修繕計画
【社会資本整備総合交付金事業】

30,000 橋梁点検　N=263橋（全域）

140 建設管理課
除雪機械購入
【社会資本整備総合交付金事業】

70,873
除雪ドーザ　13t（東由利）
除雪グレーダー4.0m（本荘）

141 建設管理課
祓川線
【社会資本整備総合交付金事業】

34,000 改良　L=231m（矢島）

142 建設管理課
百宅線
【社会資本整備総合交付金事業】

200,000
鳥海ダム建設事業に伴う市道付替工事負担金
（鳥海）

143 建設管理課
御伊勢下中島線
【社会資本整備総合交付金事業】

47,500 防雪柵設置　L=250m（由利）

144 建設管理課
芦ヶ渕線
【社会資本整備総合交付金事業】

70,000 橋梁上部工製作　N=1基（鳥海）

145 建設管理課
田尻石脇線
【社会資本整備総合交付金事業】

17,000 歩道設置工事　L=440m（本荘）

146 建設管理課 及位・長根山・葛岡線 20,000
測量設計　用地買収
改良　L=100m（大内）

147 建設管理課 工業団地１号線 200,000 改良　L=790m（本荘）

148 建設管理課 道路維持事業費 100,000
住民要望に応えるため、通常予算に加え、予
算措置　川口二十六線外　17路線

149 建設管理課 緊急浚渫推進事業 30,000 準用河川滝ノ沢川浚渫　L=1,000m

150 都市計画課 羽後本荘駅周辺整備事業 1,474,969

羽越本線羽後本荘駅東西自由通路等新設及び
駅舎橋上化工事委託（R2年度自由通路・駅舎
本体建設工事）、駅東広場整備工事、駅前広
場改良工事、駅東広場引込設備工事

151 都市計画課 停車場栄町線整備事業 37,200 県施行工事負担金

152 都市計画課 公園施設老朽化対策事業 6,400 長寿命化計画見直し

－19－



事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

土木費 153 都市計画課 本荘公園堀浄化設備維持管理事業 4,400 浄化施設生物ろ過器ろ材補充、電動弁更新

154 建築住宅課 松涛団地建替事業 33,853
建設工事実施設計業務
既存空家解体工事（3棟）

155 建築住宅課 公営住宅改修事業 45,561

砂子下団地給湯配管改修工事（25戸）
栩木田団地外部改修工事（A棟）
観音下団地解体工事（1棟）
梵天団地下水道接続・浄化槽解体工事

156 建築住宅課 住宅リフォーム資金助成事業 35,054

一般型（上限10万円、250件）
子育て世帯支援型（上限20万円、30件）
空き家購入支援型（上限20万円、10件）
移住・定住支援型（上限20万円、10件）

消防費 157 危機管理課 我が家の防災マップ作成事業 12,000
我が家の防災マップ【ハザードマップ】更新
（40,000部）

158 危機管理課 秋田県総合防災訓練事業 3,000 秋田県総合防災訓練（開催地：由利本荘市）

159 消防総務課 消防防災施設整備事業 26,280
防災指令車（本部）、指令1号車（本荘）、指
令2号車（本荘）、矢島輸送車（矢島）

160 消防総務課 消防水利整備事業 98,000
耐震性貯水槽9基（本荘2、大内2、東由利1，
由利1、鳥海3）

161 消防総務課 非常備消防機械器具等整備事業 56,724
小型動力ポンプ付積載車4台、小型動力ポンプ
積載車2台、小型動力ポンプ2台

162 消防総務課 非常備消防施設等維持事業 33,000 消防団格納庫3棟（大内、東由利、鳥海）

教育費 163 教育総務課 新山小学校改築事業 58,000
建築後55年を経過し、老朽化が進んでいる校
舎棟の実施設計を行う

164 教育総務課 小友小学校改修事業 26,000
新統合小学校開校を見据え段階的統合を行う
小友小に、空調設置やトイレ洋式化など必要
な改修を行う

165 教育総務課 本荘北中学校大規模改修事業 262,143
建築後42年を経過した校舎棟の改修、トイレ
洋式化、ＬＥＤ照明設置などを行う
（R2,R3継続事業、総額524,286千円）

166 教育総務課 矢島小学校改築事業 17,000
建築後49年を経過した校舎を矢島中と一体校
舎として建築するため基本設計・耐力度調査
を行う

167 教育総務課 北部学校給食センター建設事業 340,090
新山小、鶴舞小、本荘北中、岩城小・中、岩
谷小、大内小・中の共同調理場の整備
（H30,31,R2継続事業、総額1,148,240千円）

168 教育総務課
北部学校給食センター
受入校改修事業

43,964
新たにセンターから配送を受ける学校に対
し、シャッター設置等必要な改修を行う

169 学校教育課 北部学校給食センター運営事業 192,982

令和2年8月に稼働する北部学校給食センター
の管理運営経費
・配送用車両購入（3t車6台）
・食器、調理器材等購入
・調理業務委託ほか

170 学校教育課 学校給食公会計事業 347,931

令和2年4月より給食会計を一般会計で実施す
る経費
・給食費（食材代）346,134千円
　　　（うち保存食代1,480千円）
・給食費管理システム運用ほか1,797千円

171 教育総務課 中学校空調整備事業 30,600
本荘北中、本荘東中、岩城中の図書室の空調
の設置工事を行う

172 教育総務課 小中学校トイレ洋式化事業 14,800
令和3年度までに改修を進め、概ね70%を目指
す（今年度実施：鶴舞小、由利小、岩城中、
西目中、大内中）

173 教育総務課 岩城小学校外構沈下調査 9,000
外構等の空洞の有無や油配管等への影響を調
査し、改修計画を策定する

174 学校教育課 通学支援事業（通学定期券） 10,491
学校から遠距離に居住する児童生徒の保護者
負担を軽減させるため通学費を助成

175 学校教育課 通学支援事業（通学車運行業務） 5,795
児童生徒の冬期間における登下校の安全確保
のためバス及び通学車を委託運行

176 学校教育課 スクールバス運行事業 137,565
遠距離通学となる児童生徒へのスクールバス
運行経費（33台）
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教育費 177 学校教育課 スクールバス更新事業 12,900
スクールバス車両の更新（2台：岩城10人乗・
由利29人乗）

178 学校教育課 児童生徒等健診事業 23,175
今年度より眼科検診を全学年に拡充し実施
モアレ検査は中2を対象に実施

179 学校教育課 教職員面接指導担当医配置事業 50
超過勤務時間が指導対象となる基準（月80時
間）を超えた教職員への面接指導体制を整え
る。

180 学校教育課 児童・生徒就学援助事業 60,406
経済的理由により就学が困難な児童・生徒の
保護者に対して、就学援助費を交付

181 学校教育課 児童・生徒学校生活サポート事業 72,830
学校生活サポート、学習サポート、医療サ
ポートの配置　合計43名

182 学校教育課 ＡＬＴ招致事業 54,101
小・中学校の英語授業に対応するため、ＡＬ
Ｔを12名とALTサポーター1名を配置する。

183 学校教育課 中学校部活動指導員配置事業 1,874
部活動の技術指導や大会引率等を行う部活動
指導員5名を配置し、質的な向上と教員の働き
方改革を行う。

184 学校教育課 小中学校ＩＣＴ機器リース事業 84,870

市内全小中学校のＰＣ機器等の一括更新、セ
キュリティ強化及び統合型校務支援システム
導入
（令和2年8月から令和7年7月までの5年間、総
額727,452千円）

185 学校教育課 コミュニティスクール推進事業 2,200
学校と保護者や地域の皆さんが一緒に協働し
ながら地域とともにある学校づくりを進める

186 学校教育課 児童生徒教育交流事業 1,829

①箕面市中学生交流：市内10中学校の代表が1
泊2日で箕面市の中学生と交流
②いわき市中学生交流：いわき市との中学生
の相互交流
③春日井市児童交流（新規）：春日井市の小
学校37校の代表児童37人が3泊4日で男鹿市と
本市を訪れ、交流を図る

187 学校教育課
総合学力調査・知能検査・
Ｑ－Ｕ検査

6,218
市内小・中学校の教育に関する調査研究及び
教職員の資質向上を図る

188 学校教育課
学ぶん・チャレンジ・
プログラムツアー

315
市内14小学校の3年生が由利高原鉄道で「ま
いーれ」等、沿線の施設を見学し、地域に対
する理解を深める。

189 学校教育課
「ホット・ヒート！科学の心」
推進事業

747
「科学の心と力をはぐくむ教育の推進」
・中学校アカデミー、未来の科学ゆめ画展、
科学フィスティバルなどの開催

190 生涯学習課 あゆの森整備事業 17,000 木製遊具製作、散策路・階段等整備

191 生涯学習課
鳥海山木のおもちゃ美術館
管理運営費

16,800
指定管理料、誕生祝い品、美術館内修繕、お
もちゃ更新等

192 生涯学習課 文化交流館管理運営費 177,637 カダーレ指定管理料、修繕料等

193 生涯学習課 放課後子ども教室推進事業 7,408
地域人材による放課後の子どもの活動支援(国
県2/3補助)

194 生涯学習課 学校支援活動事業 1,290
学校ボランティアによる学校支援活動の実施
(国県2/3補助)

195 生涯学習課 地域未来塾事業 600
自学形式による学習支援の場提供(国県2/3補
助)

196 生涯学習課 日新館冷暖房設備改修工事 70,000 老朽化した冷暖房設備の改修

197 生涯学習課
図書等整備・図書館運営費
【定住自立圏構想推進事業】

16,080
図書購入費、業務・監理システム等費用、関
連経費（3図書館、5公民館図書室）

198 生涯学習課
図書館を使った調べる学習
コンクール事業

262
小・中・高校生、親子、一般を対象とする、
図書館を利用した学習成果発表コンクール

199 スポーツ課 スポーツ振興大使スポーツ教室 488 スポーツ振興大使を招きスポーツ教室を開催

200 スポーツ課
東京オリンピック聖火リレー開催事
業

3,774
本市で行われる東京オリンピック聖火リレー
とイベント開催経費
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教育費 201 スポーツ課 全国市町村交流レガッタ出場補助金 4,000
出場クルーへの旅費補助
開催地：鹿児島県薩摩川内市

202 スポーツ課
第６０回奥羽横断駅伝競走大会記念
事業負担金

1,000
本市・横手市・北上市3市が主催する駅伝競走
大会の60回記念大会の開催経費

203 スポーツ課
全日本中学生バドミントン
選手権大会開催地負担金

500 令和3年3月に開催される大会の開催地負担金

204 スポーツ課 体育施設トイレ洋式化事業 2,826
サンスポーツランド岩城野球場、鳥海健康広
場、由利Ｂ＆Ｇ海洋センター等のトイレ洋式
化

205 スポーツ課 鳥海トレーニングセンター改修事業 8,584 照明ＬＥＤ化と駐車場舗装の部分補修

206 スポーツ課
本荘由利総合運動公園陸上競技場
公認更新整備事業

9,146
公認更新に係る円盤・ハンマー投用囲い購入
及び検定費用

207 スポーツ課 西目サッカー場人工芝化改修事業 226,500 天然芝から人工芝へ全面張り替え

208 スポーツ課 鳥海球場電光掲示板改修事業 49,995 電光掲示板の得点板不鮮明部分の改修

209 スポーツ課 大平スキー場リフト更新事業 14,000 アンバーリフト更新

210 スポーツ課 由利本荘アリーナ管理運営費 124,682 指定管理料・保険料

211 スポーツ課
由利本荘アリーナ移動観覧席
増設事業

111,000 移動観覧席6基増設

212 文化課
市有形文化財茅葺き屋根改修事業
（佐々木家）

3,800
天鷺村内市指定有形文化財「佐々木家」の茅
葺き屋根南・西面差し茅修繕

213 文化課 出羽伝承館修繕事業 3,000 収蔵庫の外壁・連絡通路床修繕

214 文化課
民俗芸能・伝統芸能の伝承活動事業
【定住自立圏構想推進事業】

1,014
由利本荘市民俗芸能大会開催費、民俗芸能保
存団体育成プロジェクト

215 文化課 芸術鑑賞教室 6,494
市内の小中学校生を対象に、一流の舞台芸術
の鑑賞を行う（「こころの劇場」はにかほ市
小６も招待）

216 文化課 民俗芸能伝承館施設管理運営費 14,658 まいーれ指定管理料、修繕料等

217 文化課 歴史文化拠点施設整備事業 166 施設整備に向けた検討委員会開催経費

情報
センター
特別会計

218 ＣＡＴＶセンター ケーブルテレビ施設整備事業 65,000

老朽化したCATV放送設備を更新するもの
【2箇年継続事業】
・R2　拠点間RF伝送設備更新
・R3　自主放送設備更新

診療所
運営特別
会計

219 健康管理課 診療所運営事業 208,814 鳥海地域３診療所運営費

休日応急
診療所
運営特別
会計

220 健康管理課 休日応急診療所運営事業 13,532 休日応急診療所運営費

スキー場
運営特別
会計

221 観光振興課
矢島スキー場施設・索道整備
修繕事業

86,310
第３キュービクル更新、圧雪車更新、山麓及
び山頂停留場リフト設備修繕ほか

水道事業
会計

222 企業局
鳥海ダム利水計画整備事業
（工事請負費）

813,373 L=5,550m

223 企業局
道路改良工事に伴う配水管布設
及び布設替工事

302,654 L=2,575m

224 企業局 橋梁補修等関連工事 102,773 L=381m

225 企業局
下水道工事に伴う配水管
布設替工事

83,677 L=1,055m

226 企業局 矢島統合整備事業 170,500 実施設計業務委託
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事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容所属課

水道事業
会計

227 企業局 鳥海ダム建設負担金 77,629

下水道
事業会計

228 企業局 下水道管路新設事業 395,200
汚水（田尻野幹線支線、尾花沢幹線支線、東
部幹線支線、中央幹線支線）φ150～200
L=2,417m

229 企業局 処理区統合事業 94,000
元町・荒沢農業集落排水統合工事φ75～150
L=340m、西目処理区統合実施設計、郷内・坂
ノ下農業集落排水統合実施設計

230 企業局 下水道管路移設事業 78,442
羽後本荘停車場線道路拡幅に伴う移設工事
、新沢大橋添架移設工事、市道芦ヶ渕線道路
改良に伴う移設工事φ75～200　L=272m　等

231 企業局 公共下水道施設長寿命化事業 214,800
水林浄化センター建築工事、前郷、岩谷浄化
センター機械・電気設備工事等

232 企業局 ストックマネジメント関連事業 101,300
本荘地区ストックマネジメント詳細設計、矢
島・大内地区ストックマネジメント実施計画
策定、管路調査

233 企業局 集落排水施設機能強化事業 15,400 川辺木在地区実施設計、岩城上蛇田機能診断

ガス事業
会計

234 企業局
道路改良工事等に係るガス管敷設
及び敷設替工事

86,339 L=751ｍ

235 企業局 下水道事業に伴うガス管移設工事 53,790 L=775ｍ

236 企業局 ガス経年管更新事業 33,418 L=250ｍ

237 企業局 13Ａガス製造所更新工事 33,330 DCS更新工事
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